
業務の名称 令和５年度クラウドを活用した港湾測量システムに関する開発検討業務

業務概要

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名
称及び所在地

支出負担行為担当官九州地方整備局副局長　杉中　洋一
福岡県福岡市博多区博多駅東２－１０－７

契約年月日 令和5年6月30日

契約業者名 国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所　港湾空港技術研究所

契約業者の住所 神奈川県横須賀市長瀬三丁目１－１ 

契約金額（税込） ¥109,375,200

予定価格（税込） ¥109,486,259

随意契約によることとし
た理由

業務遂行に当たっては、以下の要件が求められる。
① 港湾分野において、建設現場における生産性を向上させ、魅力ある建設現場の創出
を目指すi-Constructionを推進するため、測量から設計、施工、検査に至る一連の建
設プロセスにおいて、ICTを活用した情報の3次元化を進めるための研究及びICTの導入
に向けて必要なシステムや基準類に精通していること。
② 港湾分野のICTを活用する工事（測量及び施工）の普及に資する新技術の開発や現
場等における実証試験及び適用性の検討に精通していること。
 
国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所は、これらの要
件に対して以下の実績があり、本業務を遂行するに十分な能力を有している。
① 港湾分野において、i-Constructionを推進するため、「港湾におけるICT導入検討
委員会（H28d～R1d）」、｢港湾におけるi-Construction 推進委員会（R2d～）｣にイン
フラDX研究領域のメンバーが委員として、ICT浚渫工（測量・施工）の全面的な活用、
ICT活用工事の拡大、BMI／CIMの活用、ICTを活用した監督・検査の省力化に向けた研
究などを行っていると共にマルチビームを用いた深浅測量マニュアル、出来形管理要
領の作成などにも携わっており、ICTの導入に向けて必要なシステムや基準類にも精通
している。
② マルチビーム測量から得られる計測データをリアルタイムに解析処理が可能なクラ
ウドシステムの開発検討、実証試験を行っているところであり、港湾整備のICT化につ
いて専門的知見による技術開発と現地港湾における実証試験の実施及び適用性の検討
に精通している。
 
以上のことから、本業務を履行するために必要な要件を具備している機関として、国
立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所を特定公益法人等
として選定したうえで、「参加者の有無を確認する公募手続き」に基づく特定公益法
人等以外の参加者の有無を確認するための公募手続きを行ったところ、他者からは本
業務への参加意思を表明する書類が提出されず、同法人が本業務を履行できる唯一の
機関と判断されたことから、同法人と会計法第２９条の３第４項に基づき
随意契約を行い、円滑な遂行を図るものである。

業務場所 -

業種区分 建設コンサルタント等

履行期間（自） 令和5年6月30日

履行期間（至） 令和6年3月29日

備考

随意契約結果及び契約の内容


